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洪水等に関する防災気象情報



指定河川洪水予報 3

水防管理者による水防活動や自治体の防災対応、住民の避難判断の参考となるよう、河川事務所
等と気象台が共同して、あらかじめ指定した河川について、洪水のおそれを水位や流量の実況及び予
測に基づき発表。
国管理河川109水系298河川、都道府県管理河川66水系129河川が対象（令和5年2月現在）。

（このあとに雨量、水位の情報が続く）

河川（予報区域）ごとに発表される

河川事務所等と気象台の共同発表

氾濫注意情報（警戒レベル２相当）

氾濫警戒情報（警戒レベル３相当）

氾濫危険情報（警戒レベル４相当）

氾濫発生情報（警戒レベル５相当）

水位周知河川

水位周知河川

その他河川

その他河川

A市

B市

E市

C市

D市

その他河川

その他河川

洪水予報河川

水位観測地点
で水位の監視・
予測を行う

対象区域 洪水予報文の例

警戒レベルとの関係



指定河川洪水予報 – 情報の例 - 4

最も悪い危険度に合わせて発表

水位観測所の受け持ち区間ごとに
詳細な見通しと防災上の呼びかけ

水位観測所ごとに、水位の実況と
予測を提示

• 発表された情報は、関係機関には
気象庁からXML電文、河川事務所等からFAXやメールで
配信されるほか、気象庁HPや川の防災情報で閲覧可能

• 洪水キキクル上でも、発表情報に合わせて色が塗られる。
（拡大すると水害リスクラインと重ね合わせた表示となる。）

気象庁ＨＰ 洪水キキクル気象庁ＨＰ 洪水キキクル

ズームレベル10までズームレベル11以上



水位周知河川の水位到達情報 5

水防管理者による水防活動や自治体の防災対応、住民の避難判断の参考となるよう、河川事務所
等が、あらかじめ指定した河川について、水位や流量の実況に基づき基準に到達した旨を発表。 
国管理河川、都道府県管理河川あわせて1730河川が対象（令和4年12月現在）。

※氾濫危険情報以外は、可能な範囲で行うこととされている。

その他河川

その他河川

A市

B市

E市

C市

D市

その他河川

その他河川

洪水予報河川

水位周知河川

水位周知河川

対象区域

河川（水位観測所）ごとに発表される

河川事務所等の単独発表

情報文の例

氾濫注意情報（警戒レベル２相当）

氾濫警戒情報（警戒レベル３相当）

氾濫危険情報（警戒レベル４相当）

氾濫発生情報（警戒レベル５相当）

警戒レベルとの関係

水位の到達状況
に応じて発表



水位周知河川の水位到達情報 – 情報の例 - 6

最も悪い危険度に合わせて発表
水位観測所ごとに、水位の実況と防災上の呼びかけ

• 発表された情報は、関係機関には
河川事務所等からFAXやメールで配信されるほか、
川の防災情報で閲覧可能

• 洪水キキクルでは、流域雨量指数の危険度に基づい
て色が塗られ、発表情報に合わせた表示はしていない。

二俣川の実況：氾濫注意水位

2022/09/23 21:50

二俣川の実況：避難判断水位

2022/09/23 22:20
気象庁ＨＰ 洪水キキクル気象庁ＨＰ 洪水キキクル



その他河川

その他河川

A市

B市

E市

C市

D市

その他河川

その他河川

洪水予報河川

水位周知河川

水位周知河川

洪水警報・注意報 7

神奈川県気象警報・注意報
令和４年９月１８日１３時５９分 横浜地方気象台発表

（注意警戒事項）
東部では、河川の増水に警戒してください。

［気象警報・注意報（市町村等）］
横浜市 ［継続］洪水警報
洪水 警戒期間 １８日夕方まで
注意期間 １８日夕方まで

市町村単位で発表
（河川は明示していない）

気象台の単独発表

自治体の防災対応、住民の避難判断の参考となるように、気象台が、すべての河川を対象として、流
域雨量指数と表面雨量指数に基づいて発表する洪水の警報及び予報。
実況及び予測に基づき、市内のどこかの河川で基準に達した場合に、河川を具体に明示せず市町村
単位で発表。
河川から水が溢れることによる氾濫（外水氾濫）だけでなく、河川の増水に起因して発生する河川沿い
の浸水害（湛水型の内水氾濫）も対象としている。
対象区域 洪水警報電文例

警戒レベルとの関係および基準設定手法

※洪水予報河川については、指定河川洪水予報の
発表内容と連動させて運用している。

市内のどこかの河川で
基準に達した場合に発表
※他の河川で新たに基準に達しても

発表しない。



洪水警報・注意報 – 情報の例 - 8

9 10 19 20 21 22 23 0 1 2 3
時 時 時 時 時 時 時 時 時 時 時
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

単独 単独 単独 複合 単独 複合 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 指数 日付

天竜川 97.1 87.4 22.9 23.0 25.6 30.2 35.7 42.3 54.3 66.5 72.1 77.6 82.3 114.1 1991/9/19

二俣川 26.9 22.4 20.4 16.3 2.0 2.0 6.2 10.7 13.3 16.4 19.2 19.5 18.4 16.6 14.9 21.2 2011/9/21

阿多古川 28.6 23.8 21.6 19.4 17.2 16.8 2.0 2.0 … 10.1 12.6 12.4 13.4 18.5 19.5 18.1 16.6 15.0 23.4 2011/9/21

気田川 62.1 51.7 47 37.6 37.6 4.5 4.7 11.6 18.9 25.3 27.4 32.3 37.7 38.0 34.8 31.6 43.6 2013/9/16

水窪川 48.9 40.7 37 29.6 4.0 4.4 12.2 16.9 17.3 18.9 22.2 23.2 21.9 19.9 18.1 41.1 1991/9/19

熊切川 23.9 19.9 18.1 14.4 1.7 2.0 5.3 9.8 11.7 14.5 16.8 17.0 16.3 14.7 13.2 17.5 2013/9/16

2022 年 09 月 23 日 21 時 30 分　現在

浜松市北部

市町村 基準河川

基準

Ⅳ

基準

Ⅲ

基準

Ⅱ

基準

Ⅰ
既往最大事例

気象庁ＨＰ 流域雨量指数の予測値気象庁ＨＰ 流域雨量指数の予測値

気象庁ＨＰ 洪水キキクル気象庁ＨＰ 洪水キキクル

気象警報・注意報の中に記載
（情報種別と地域のみ）

• 発表された情報は、関係機関には
気象庁からXML電文で配信されるほか、気象庁HP等で閲覧可能
流域雨量指数の実況及び予測値も気象庁HPで閲覧可能

• 洪水キキクルでは、流域雨量指数の危険度に基づいて色が塗られる

流域雨量指数とは流域雨量指数とは

広範囲に降雨が生じる台風等
による洪水に対し、リードタイムを
より長くとって早めに備えることが
できる。

• ６時間先までの河川の危険度の予測値を、主要な河川の特定地
点ごとに気象庁HPで提供。

• 「避難情報に関するガイドライン」（内閣府）において、水位上昇の
見込みを判断するための情報として、警戒レベル３高齢者等避難や
警戒レベル４避難指示の発令基準に位置付けられている。

・・・
・・・



大雨特別警報（浸水害）・大雨警報（浸水害）・大雨注意報 9

神奈川県気象警報・注意報
令和４年９月１８日１２時５３分 横浜地方気象台発表

（注意警戒事項）
東部では、低い土地の浸水に警戒してください。

［気象警報・注意報（市町村等）］
横浜市 ［継続］大雨（浸水害）警報
浸水 警戒期間 １８日夕方まで
注意期間 １８日夕方まで

市町村単位で発表

気象台の単独発表

自治体や住民の防災対応の判断の参考となるように、気象台が、表面雨量指数に基づいて発表する
大雨（浸水害）の警報及び予報。
実況及び予測に基づき、市内のどこかの格子で基準に達した場合に、市町村単位で発表。
短時間強雨等により雨水の排水が追いつかず発生する浸水害（内水による浸水）を対象とする。

※ 大雨特別警報（浸水害）が発表されるようなときには、内水による浸水と外水氾濫による浸水は区別がつかないこと
が多いため、これらをまとめて大雨特別警報（浸水害）の対象としている。
対象区域 大雨警報（浸水害）電文例

警戒レベルとの関係および基準設定手法

市内のどこかの格子で
基準に達した場合に
市町村単位で発表



高潮・土砂災害・洪水等に関する防災気象情報の名称



11高潮・土砂災害・洪水に関する防災気象情報の名称の方向性（案）

【中間とりまとめより】（4.1.1節）
情報の頻度や名称に係るアンケート結果にも見られるように、各レベルと災害の発生状況に適切な
対応関係がある基準を設けるとともに、その危機感が適切に伝わるような情報名とする必要がある。

〇 検討の必要性

・ 令和３年12月から令和４年２月にかけて、全国の1335市区町村を対象にWeb調査

・ 令和４年１月に、防災気象情報のエンドユーザーである全国の住民2000名を対象にWeb調査

警戒レベルを連想しづらい情報名称
情報の名称から警戒レベルを連想しづらい情報として、「氾濫警戒情報」が180市区町村と最も多く、次いで
「高潮警報に切り替える可能性が高い注意報」という回答が179市区町村とそれに続いた。また、「高潮特別警
報」や「氾濫危険情報」や「氾濫注意情報」という回答も順に165、131、129市区町村と多く、これらの名称が
他の情報の名称に比べて警戒レベルを連想しづらい傾向があることが分かった。

情報の認知度及び理解度
警戒レベル３相当以上の警報・注意報等について認知度及び理解度を調査したところ、「大雨特別警報」及び
「大雨警報」、「洪水警報」、「土砂災害警戒情報」は、半数を超える住民が名称、内容ともに詳細に理解して
いると回答し、よく知られていた一方、「高潮特別警報」や「氾濫〇〇情報」はその割合が４割前後と、認知度、
理解度がやや低めだった。

「警報」等の用語から受ける危険度のイメージ
危険度のイメージは「特別警報」が最も高く、７割を超える住民が最も危険度が高いと回答した。「危険情報」、
「警戒情報」、「警報」も「注意情報」や「注意報」より危険度が高いイメージを持つ住民が多かった。


